
費用進行
基準によ
る振替額

運営費交付
金収益

1¶309¶598¶355 当該業務に係る損益等

資産見返運
営費交付金

13¶635¶250

ア）損益計算書に計上した費用の額 1¶309¶598¶355

資本剰余金 0

役職員人件費 776¶770¶308

計 1¶323¶233¶605

保 守 修 繕 費 150¶997¶378 ／ そ の 他 人 件 費
111¶438¶193

備消耗品費 27¶553¶750／その他費用 242¶838¶726

イ）固定資産の収得額 13¶635¶250

建物 3¶344¶260／車両運搬具 546¶050／工具器具
備品 9¶734¶970／預託金 9¶970

^ 運営費交付金債務残高の明細
23年度交付分 ［単位：円］

区 分 金 額 内 訳

業務達成
基準を採
用した業
務に係る
分

0 業務達成基準を採用した業務はない。

期間進行
基準を採
用した業
務に係る
分

0 期間進行基準を採用した業務はない。

費用進行
基準を採
用した業
務に係る
分

一般勘定 11¶021¶431 〇運営費交付金残高の発生理由は、人件費の削減等によ
る一般管理費の削減及び業務の効率化による業務経費
の削減を図ったことによるものである。（注：運営費交
付金の収益化については、自己収入を優先的に充てる
こととしている。）なお、中期計画で予定した、本事
業年度に実施すべき業務については、計画通り実施済
であり、業務の未達成による運営費交付金債務の翌事
業年度への繰越額はない。
〇繰り越した運営費交付金残高については、中期目標期
間の終了事業年度において残額を収益化する予定であ
る。

審査勘定 13¶367¶365 〇運営費交付金残高の発生理由は、人件費の削減等によ
る一般管理費の削減及び業務の効率化による業務経費
の削減を図ったことによるものである。（注：運営費交
付金の収益化については、自己収入を優先的に充てる
こととしている。）なお、中期計画で予定した、本事業
年度に実施すべき業務については、計画通り実施済で
あり、業務の未達成による運営費交付金債務の翌事業
年度への繰越額はない。

計 24¶388¶796

〇繰り越した運営費交付金残高については、中期目標期
間の終了事業年度において残額を収益化する予定であ
る。

24年度交付分 ［単位：円］

区 分 金 額 内 訳

業務達成
基準を採
用した業
務に係る
分

0 業務達成基準を採用した業務はない。

８．運営費交付金以外の国等からの財源措置の明細
施設費の明細 ［単位：円］

区 分 当期交付額

左 の 会 計 処 理 内 訳

摘 要
建設仮勘定見
返施設費 資本剰余金 そ の 他

施設整備費補助金 159¶219¶853 0 140¶751¶210 18¶468¶643

計 159¶219¶853 0 140¶751¶210 18¶468¶643

９．役員及び職員の給与の明細 ［単位：千円、人］

区 分
報 酬 又 は 給 与 退 職 手 当

支 給 額 支 給 人 員 支 給 額 支 給 人 員

役 員 (5¶305)
26¶955

(2)
2

0
0

0
0

職 員 (264¶540)
675¶096

(69)
97

0
1¶226

0
1

計 (269¶845)
702¶052

(71)
99

0
1¶226

0
1

期間進行
基準を採
用した業
務に係る
分

0 期間進行基準を採用した業務はない。

費用進行
基準を採
用した業
務に係る
分

一般勘定 86¶240¶934 〇運営費交付金残高の発生理由は、人件費の削減等によ
る一般管理費の削減及び業務の効率化による業務経費
の削減を図ったことによるものである。（注：運営費交
付金の収益化については、自己収入を優先的に充てる
こととしている。）なお、中期計画で予定した、本事業
年度に実施すべき業務については、計画通り実施済で
あり、業務の未達成による運営費交付金債務の翌事業
年度への繰越額はない。

〇繰り越した運営費交付金残高については、中期目標期
間の終了事業年度において残額を収益化する予定であ
る。

審査勘定 91¶650¶461 〇運営費交付金残高の発生理由は、人件費の削減等によ
る一般管理費の削減及び業務の効率化による業務経費
の削減を図ったことによるものである。（注：運営費交
付金の収益化については、自己収入を優先的に充てる
こととしている。）なお、中期計画で予定した、本事業
年度に実施すべき業務については、計画通り実施済で
あり、業務の未達成による運営費交付金債務の翌事業
年度への繰越額はない。

計 177¶891¶395

〇繰り越した運営費交付金残高については、中期目標期
間の終了事業年度において残額を収益化する予定であ
る。
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